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現行の介護保険制度で用いられている基本チェックリスト（運動器の機能向上項目）は，各
生活課題の実践状況を問う形式になっており，廃用症候群のリスク抽出に焦点が置かれている。
しかし，廃用症候群に着目するならば，各生活課題における能力と実践状況の乖離と実際の体
力からの検討が不可欠である。そこで本研究は，能力と実践状況に乖離のある境界域の者の体
力を把握し，基本チェックリストによる運動器の機能評価の意義を検討することを目的とした。
また，本研究結果を基に，運動器の機能向上プログラム対象者の体力的特徴についても併せて
考察することとした。
地域在住高齢者480名（73.7±5.9歳，男性137名，女性343名）を対象とした。体力測定10項

目から体力を，質問紙から生活機能を評価した。また，基本チェックリストの運動器の機能向
上項目を用いて，「階段を手すりや壁をつたわらずに昇る」「椅子に座った状態から何もつかま
らずに立ち上がる」「15分くらい続けて歩く」について「実践しているかどうか」（実践状況）
を調査した。能力は，同様の３つの生活課題が「できるかどうか」について調査した。これら
の回答より，対象者を活動群（３項目すべてできる・実践している），境界群（すべてできる
が，少なくとも１項目実践していない），不活動群（少なくとも１項目できない）の３群に分
類し，体力と生活機能を男女別に比較した。
運動器３項目の実践状況を問うことによって，男性で32.1％，女性で35.9％が境界群として

抽出された。体力と生活機能は，活動群，境界群，不活動群の順に低下する傾向がみられた。
特に女性において，境界群および不活動群では，活動群に比べて体力のばらつきが大きくなる
傾向がみられた。
運動器３項目（階段昇段，椅子からの立ち上がり，歩行）の実践状況を問うことで，能力を

問うよりも早期に機能低下者をスクリーニングできることが示された。しかし，実践状況と能
力は異なる概念であるため，基本チェックリストでは実践状況と併せて能力を問うことも検討
されるべきと考えられた。また，運動器の機能向上項目によって抽出された対象者の体力レベ
ルの幅が広い可能性が示唆され，各対象者の目標やニーズを考慮した上で運動習慣化へ導く支
援策が希求される。

基本チェックリスト，特定高齢者，能力，実践状況，体力
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Ⅰ

わが国では，2005年６月に介護保険制度が改
正され，2006年４月から予防重視型システムへ
と制度改革がおこなわれた。それに基づいて，
新予防給付とともに，新たに要支援・要介護状
態になる可能性のある高齢者（特定高齢者）を
対象とした地域支援事業として特定高齢者施策
が展開されている。特定高齢者施策は集団によ
る事業（通所型介護予防事業）が基本となって
いるが，その中でも運動器の機能向上プログラ
ムは全国の約60％の自治体で提供されており，
栄養改善プログラム（約30％），口腔機能の向
上プログラム（約25％）と比べても提供率が高
い1)。
特定高齢者施策の対象者選定には，

（手段的日常生活動作），運動器の機能，栄養，
口腔機能，閉じこもり，認知症，うつの計25項
目で構成される基本チェックリスト2)が用いら
れている。運動器の機能向上プログラムの対象
者は，階段昇段，椅子からの立ち上がり，歩行，
過去１年間の転倒の有無，転倒不安の有無の５
項目を基に選定される。これら５項目に関連す
る先行研究を列挙すると，一般的に加齢に伴う
筋力低下は上肢に比べて下肢において大きく3)，
55～85歳の男女2,109名を対象とした縦断研
究4)によると，３年間で対象者の45.6％に椅子
からの立ち上がり，歩行などの基本的移動能力
の低下がみられている。また，転倒発生の有無
の検討では，過去１年間の転倒経験を問うこと
によって，おおむね信頼できる結果が得られて
いる5)。転倒は介護が必要となる主因の１つと
なるだけでなく，転倒を経験することによって
それ以降の身体的活動を大きく制限してしまう
転倒後症候群6)が問題視されている。過去１年
間の転倒経験7)8)や転倒不安9)は，その後の転倒
の危険因子として示されている。
以上から考えると，個々の質問項目における

科学的根拠はほぼ集積されているといえる。し
かし，基本チェックリストは，従来までと違い
「～をしているかどうか」という実践状況を問

う形式が採用されており，この運動器の機能向
上項目によって体力の早期低下をスクリーニン
グできるという前提があるものの，その検討結
果までは示されていない。鈴木ら10)は，
に焦点を当て， の実践状況を問うことに
より，身体面，社会面，心理面の早期悪化がス
クリーニングできることを示している。一方，
河野ら11)は，基本チェックリストでは看護職が
判断する介護予防事業対象者を見落とす可能性
を指摘している。これまで基本チェックリスト
に関する調査は，制度改正直後であった経緯も
あり，どの程度の対象者数が施策の候補者とし
て選定されるか（該当するか）といった検
討12)13)が主であった。基本チェックリストに
よって選定された者の特徴から基本チェックリ
ストの妥当性について議論した研究は，先に挙
げた鈴木ら10)，河野ら11)の報告のみである。ま
た，基本チェックリストは，主に廃用症候群の
リスク抽出に焦点が置かれているが，廃用症候
群に着目するのであれば，能力と実践状況の乖
離（できるのに実践していない）と実際の体力
からの検討が不可欠である。
そこで本研究は，基本チェックリストの運動
器の機能向上項目を用いて，運動器の能力と実
践状況に乖離のある者の体力を把握し，基本
チェックリストによる評価の意義を検討した。
さらに，基本チェックリストによって把握され
た介護予防事業対象者の特徴などの基礎データ
は極めて少ないため，本研究結果を基に，運動
器の機能向上プログラム対象者にどのような体
力的特徴がみられるかについても併せて考察し
た。

Ⅱ

本研究は，2006～2007年に茨城県阿見町，下
妻市，城里町，八千代町，千葉県袖ケ浦市，福
島県会津美里町およびその近隣に在住する65～
92歳の高齢者480名（73.7±5.9歳，男性137名，
女性343名）を対象とした。すべての対象者に
研究の目的や体力測定および質問紙調査内容を
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１．握力
握力計を利き手に持ち，両腕を体側で自然に下げ，リ

ラックスした姿勢をとらせた。次に，呼息しながら握力計
を可能な限り強く握らせた。利き手は身体に触れないよう
に，かつ動かさないように注意した。0.1㎏単位で左右２
回ずつ計測し，平均値を記録とした。
２．開眼片足立ち
両手を腰に当て，両足をそろえて床の上に立った状態か

ら片方の足を床から離し，可能な限り長く立ち続けるよう
教示した。接地している支持足の裏が動いたり，腰に当て
た手が離れたり，支持足以外の身体部分が着地した時点で
バランスが崩れたものとみなした。計測は足を上げた時点
からバランスが崩れた時点までの時間とし，最大値は60秒
とした。左右を問わず0.01秒単位で２回計測し，平均値を
記録とした。
３．タンデムバランス
両手を腰に当てて片足を１足分前に出し，前足のかかと

と後ろ足のつま先をつけて直線上に立った状態で，可能な
限り長く立ち続けるよう教示した。足の裏が動いたり，腰
に当てた手が離れたり，下肢のみで姿勢の維持が不可能に
なった時点でバランスが崩れたものとみなした。計測は前
足のかかとと後ろ足のつま先をつけて直線状に立った時点
からバランスが崩れた時点までの時間とし，最大値は30秒
とした。左右の足を入れ替えて１回ずつ0.01秒単位で計測
し，平均値を記録とした。なお，体重は両脚に均等にかけ
るよう教示した。
４．長座体前屈
壁に臀部と背中をつけ，長座位姿勢をとらせた。両手を

伸ばし，手のひらを長座体前屈計の上においたまま，膝を
曲げないよう上体を前屈させた。このときの長座体前屈計
の移動距離を0.1㎝単位で２回計測し，平均値を記録とし
た。
５．ファンクショナルリーチ
壁に横向きに立ち，伸展させた両腕を肩の高さまで前方

に挙げ，その時点での第３指の先端を０㎝とした。腕を肩
と同じ高さに保ったまま，可能な限り上体を前傾し，両腕
の指先が前方に移動した距離を１㎝単位で２回計測し，平
均値を記録とした。このとき，かかとは浮かせないよう教
示した。
６．５回椅子立ち上がり
両腕を胸の前で交差し，背中を伸ばした状態で背もたれ

のついたいすに浅く腰掛けさせた。合図とともに，いすか
ら立ち上がり直立姿勢をとらせ，再びいすに腰掛ける動作
を可能な限り速く５回繰り返させた。合図してから５回目
の直立姿勢をとるまでの時間を0.01秒単位で２回計測し，
平均値を記録とした。
７．ステップテスト
立位姿勢をとらせ，その約20㎝前方に19㎝の台を設置し

た。足の裏が台の高さ（19㎝）まで上がるよう，可能な限
り速くその場で足踏みをおこなってもらい，左右の足を交
互に８回上げ下ろしするまでの時間を計測した。測定は
0.01秒単位で２回計測し，平均値を記録とした。
８．アップ＆ゴー
重量のある肘掛けいすに深い座位姿勢をとり，両手を膝

の上に置くよう教示した。合図とともに立ち上がり，３ｍ
前方のコーンを回って着座するまでの時間を0.01秒単位で
２回計測し，平均値を記録とした。一連の動作は可能な限
り速くおこなってもらった。
９．５ｍ通常歩行
５ｍの歩行路を通常の速さで歩いたときの時間を0.01秒

単位で２回計測し，平均値を記録とした。歩行路の両端に
は１ｍの予備路を設けた。
10．タンデムウォーキング
床上に引いた３ｍの直線上を片足のかかとともう一方の

足のつま先をつけた状態で，可能な限り速く歩くよう教示
した。かかととつま先がついていない場合，線を踏み外し
た場合，壁に手をつくなどバランスが崩れた場合をエラー
とみなした。３ｍを歩ききるのにかかった時間を0.01秒単
位で２回計測し，それぞれのエラーの数を加えた平均値を
記録とした。

第56巻第５号「厚生の指標」2009年５月

十分に説明し，研究協力への同意を得た。また，
本研究は筑波大学に帰属する倫理委員会の承認
を受けた。

高齢者が日常生活動作を円滑に遂行するため
の身体機能を評価し得る項目として，握力，開
眼片足立ち，タンデムバランス，長座体前屈，
ファンクショナルリーチ，５回椅子立ち上がり，
ステップテスト，アップ＆ゴー，５ｍ通常歩行，
タンデムウォーキングの10項目を測定し
た2)14)-20)。すべての項目は，秒（0.01単位）ま
たは㎝（0.1単位）の測定値として評価した。
いずれの測定も，体力測定に精通したスタッフ
が安全に十分に留意した。各体力測定項目の測
定方法は， のとおりである。

対象者の横断的特徴および運動器における能
力と実践状況の乖離を評価するため，以下の質
問紙調査をおこなった。すべての質問紙調査は，
熟練したスタッフによる面談法によって回答を
得た。

特定高齢者数の把握および運動器の機能向上
項目の実践状況の確認に基本チェックリストを
用いた。特定高齢者の選定および決定方法2)に
準拠し，うつ予防・支援関係を除いた計20項目
に「はい」「いいえ」の２段階で回答を求め，
規定された選択肢を回答（項目に該当）した場
合に１点を配点した。なお，基本チェックリス
トの得点基準に該当することが特定高齢者の基
本的要件であるため，本研究ではこれを特定高
齢者該当の有無として扱い21)，運動器の機能向
上５項目中３項目以上の要件を満たした者を特
定高齢者とみなした。

基本チェックリストの運動器の機能向上５項
目中，階段昇段，椅子からの立ち上がり，歩行
の３項目においては，実践状況（している・し
ていない）に加えて，「手すりや壁をつたわら
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運動器項目 実践状況（基本チェックリスト） 能力

階段昇段 階段を手すりや壁をつたわらずに
昇っていますか

手すりや壁をつたわらずに階段を
続けて10段昇ることができますか

椅子からの
立ち上がり

椅子に座った状態から何もつかま
らずに立ち上がっていますか

椅子に座った状態から何もつかま
らずに立ち上がることができます
か

歩行 15分くらい続けて歩いていますか 休まずに400ｍ（15分）を続けて
歩くことができますか

転倒 この１年間に転んだことがありま
すか －

転倒不安 転倒に対する不安は大きいですか －
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ずに階段を続けて10段昇るこ
とができますか」「椅子に
座った状態から何もつかまら
ずに立ち上がることができま
すか」「休まずに400ｍ（15分）
を続けて歩くことができます
か」の質問により，能力（で
きる・できない）もあわせて
調査した 。それぞれ
「十分できる」「少しむずか
しい」「全然できない」の３
件法で回答を求め，「十分で
きる」「少しむずかしい」を
「できる」，「全然できない」
を「できない」とした。

SF PF

身体機能の評価に36-
-

（ -36）日本語版22)の中の
身体機能指標（ -36 ）
を用いた。移動能力や日常的
な身体動作に関連する10の質
問項目に対して「とてもむず
かしい」「少しむずかしい」
「全然むずかしくない」のい
ずれかを選択するよう求め，
その回答を100点満点で得点化した。

歩行や食事，入浴，着替えなどの基本的
の評価にバーサルインデックス23)を用い

た。各質問項目の総得点を求め，100点満点で
評価した。

地域で独立した生活を営む上で必要とされる
活動能力（生活機能）の評価に老研式活動能力
指標24)を用いた。「はい」（１点），「いいえ」
（０点）で回答する13の質問項目からなり，総
得点を生活機能として13点満点で評価した。

鈴木ら10)の割付け方法を参考に，運動器の機

能向上項目に含まれる３項目（運動器３項目：
階段昇段，椅子からの立ち上がり，歩行）の実
践状況と能力の回答から，「活動群（３項目す
べて実践している・３項目すべてできる）」「境
界群（少なくとも１項目実践していない・３項
目すべてできる）」「不活動群（少なくとも１項
目実践していない・少なくとも１項目できな
い）」の３群に分類した 。

各項目の測定結果は平均値±標準偏差で示し
た。体力測定10項目から総合的な体力を評価す
るため，体力測定10項目間の相関行列に対して
主成分分析を施した25)-27)。各項目における素
データの標準得点（（測定結果－平均値）／標準
偏差）に第１主成分の主成分得点係数を乗じ，
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（単位 名，（ ）内％）

特定高齢者該当者数

全体 男性 女性

３項目すべて実践している
（全体235名，男性80名，女性155名）
少なくとも１項目実践していない

（全体245名，男性57名，女性188名）
少なくとも２項目実践していない

（全体136名，男性28名，女性108名）
３項目すべて実践していない

（全体39名，男性８名，女性31名）

注 運動器３項目（階段昇段，椅子からの立ち上がり，歩行）の実践状況（全体480名，
男性137名，女性343名）

（単位 名，（ ）内％，平均値±標準偏差）

男性（ｎ＝137） 女性（ｎ＝343）

実践している
できる

実践していない
できる

実践していない
できない

実践している
できる

実践していない
できる

実践していない
できない

階段昇段
総合的体力スコア
-36

老研式活動能力指標

椅子からの立ち上がり
総合的体力スコア
-36

老研式活動能力指標

歩行
総合的体力スコア
-36

老研式活動能力指標

注 1) （ ）内は小数点第１位を四捨五入しているので必ずしも100％にならない
2) ＊ ＜0.05 「実践している・できる」， ＜0.05 「実践していない・できる」
3) すべてにおいて大きい値が良好
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その総和により第１主成分得点（総合的体力ス
コア）を算出する推定式を求めた。そして推定
式に各体力測定項目の数値を代入し，平均値０，
標準偏差１として表される総合的体力スコアを
算出した。総合的体力スコアの算出式は以下の
とおりである。
男性
総合的体力スコア＝0.019Ｘ1＋0.005Ｘ2
＋0.014Ｘ3＋0.008Ｘ4＋0.019Ｘ5－0.060Ｘ6
－0.086Ｘ7－0.053Ｘ8－0.086Ｘ9－0.019Ｘ10
－0.021

女性
総合的体力スコア＝0.027Ｘ1＋0.006Ｘ2
＋0.016Ｘ3＋0.011Ｘ4＋0.020Ｘ5－0.052Ｘ6
－0.100Ｘ7－0.054Ｘ8－0.100Ｘ9－0.026Ｘ10
＋0.100

Ｘ1＝握力，Ｘ2＝開眼片足立ち，Ｘ3＝タンデム
バランス，Ｘ4＝長座体前屈，Ｘ5＝ファンク
ショナルリーチ，Ｘ6＝５回椅子立ち上がり，
Ｘ7＝ステップテスト，Ｘ8＝アップ＆ゴー，
Ｘ9＝５ｍ通常歩行，Ｘ10＝タンデムウォーキン
グ
活動群，境界群，不活動群の３群間の各体力
測定項目および総合的体力スコアの比較には，
一元配置の分散分析を適用し，多群間の比較に
おいて有意差がみられた場合には
の多重比較検定を施した。また，３群間の質問
紙項目の比較には 検定を施し，
有意差がみられた場合には - の
検定を適用した。すべての統計処理には，統
計解析ソフト 12.0を用い，統計的有意水
準は５％とした。

Ⅲ

に，運動器３項目（階段昇
段，椅子からの立ち上がり，歩
行）の実践状況別にみた特定高齢
者該当（運動器の機能向上５項目
中３項目以上該当）率を示した。
運動器３項目中「少なくとも１項
目実践していない」場合の特定高
齢者該当率は63.7％（男性54.4％，
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男性（ｎ＝137） 女性（ｎ＝343）

活動群
（ｎ＝80）

境界群
（ｎ＝44）

不活動群
（ｎ＝13）

活動群
（ｎ＝155）

境界群
（ｎ＝123）

不活動群
（ｎ＝65）

年齢（歳）
体力
握力（㎏）3)

開眼片足立ち（秒）3)

タンデムバランス（秒）3)

長座体前屈（㎝）3)

ファンクショナルリーチ（㎝）3)

５回椅子立ち上がり（秒）4)

ステップテスト（秒）4)

アップ＆ゴー（秒）4)

５ｍ通常歩行（秒）4)

タンデムウォーキング（秒＋エラー）4)

総合的体力スコア3)

基本チェックリスト（該当数）5)

-36 （点）3)

バーサルインデックス（点）3)

老研式活動能力指標（点）3)

注 1) ＊ ＜0.05 活動群， ＜0.05 境界群
2) 活動群：３項目すべてに「実践している」「できる」と回答した群
境界群：３項目すべてに「できる」と回答したが，少なくとも１項目に「実践していない」と回答した群
不活動群：少なくとも１項目に「実践していない」「できない」と回答した群

3) 大きい値が良好
4) 小さい値が良好
5) 該当数の少ない方が良好。20項目中12項目以上に該当する者は特定高齢者の候補者として選定される。

注 箱ひげ図は，それぞれ最小値，最大値，四分位範囲（第１四分位，中央値〈太線〉，第３四分位），
外れ値〈○〉を示した。

第56巻第５号「厚生の指標」2009年５月

女性66.5％）であった。
また，運動器３項目中
「少なくとも２項目実
践していない」場合の
特定高齢者該当率は
90.4％（男性92.9％，
女性89.8％）であった。

に運動器３項目
の実践状況と能力によ
る内訳と各群の総合的
体力スコア， -36
，老研式活動能力

指標合計得点を示した。
男女とも，実践状況と能力に乖離がある者（で
きるのに実践していない者）の割合が最も多い
項目は，階段昇段であった（男性24.8％，女性
30.3％）。総合的体力スコア， -36 および
老研式活動能力指標は，運動器３項目すべてに
おいて，「実践している」と回答した者に比べ
て「実践していない」と回答した者で有意に低
値を示した。

には， の分類方法に基づいて分類し
た活動群，境界群，不活動群の体力測定結果お

よび質問紙調査結果を男女別に示した。運動器
３項目の実践状況を問うことにより，男性で
32.1％（137名中44名），女性で35.9％（343名
中123名）の境界群が抽出された。体力測定項
目は，男女とも長座体前屈を除いたすべての項
目において，活動群に比べて境界群で有意に低
値を示した。また，男性では５回椅子立ち上が
り，ステップテスト，アップ＆ゴー，５ｍ通常
歩行，タンデムウォーキングの５項目で，女性
では握力，長座体前屈を除いた８項目において，
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活動群に比べて境界群，不活動群の順に有意に
低値を示した。バーサルインデックスによると
男女ともすべての群がほぼ完全に自立している
ものの， -36 や老研式活動能力指標は，
活動群に比べて境界群，不活動群の順に低値を
示した。

および に，活動群，境界群，不活動
群の総合的体力スコアを男女別に示した。総合
的体力スコアは，男女とも活動群に比べて境界
群，不活動群の順に有意に低値を示した。また，
境界群および不活動群では，活動群に比べて総
合的体力スコアのばらつきが大きくなる傾向が
みられた。

Ⅳ

本研究の結果より，体力，生活機能は活動群，
境界群，不活動群の順に階層的に低下する傾向
がみられ，運動器３項目の実践状況を問うこと
によって，能力を問うよりも早期に機能低下者
のスクリーニングが可能となることが示された。
すなわち，基本チェックリストによって運動器
の機能向上プログラムの対象者を把握すること
は，妥当であると考えられる。
本研究において抽出された境界群の割合は，
の実践状況から境界群を10％強抽出した

鈴木らの報告10)よりも多い値であった。これは，
よりも運動器３項目の方が，能力と実践

状況に乖離のみられる者が多いことを示してい
る。 の能力諸段階評価28)に照らし合わ
せると，運動器は生活機能の中でも身体的自立
に属し， が属する手段的自立よりも下位
の概念として位置づけられている。つまり，

の実践状況を問うよりも運動器の実践状
況を問う方が，より生活機能が低下し要介護状
態に陥るリスクの高い者をスクリーニングでき
ると考えられる。したがって，境界群を30％強
抽出できた本研究の結果は，運動器の機能向上
プログラムを展開していく上での基本チェック
リストによる評価の意義を示しているといえる。

国際生活機能分類（ ）では，活動と参加
の要素を実践状況と能力という２つの概念に
よって評価している29)。実践状況とは活動と参
加が実際におこなわれているかどうかの状況で
あり，その背景には物的・社会的側面などの環
境因子が少なからず関与している。一方，能力
は環境因子によって調整されたうえでの生活課
題や行為を遂行する能力を示しているといえる。
介護予防ケアプランを立案する際は，この違い
を考慮したうえでいかに実践状況を改善させる
かが支援の要点とされているため，基本チェッ
クリストは理にかなった事後評価指標ともいえ
る。しかし，能力と実践状況は異なる概念であ
り，両者の乖離を確認することは，実践状況を
改善するために何をなすべきかを考えるうえで
の有用な手引きとなり得る。したがって，基本
チェックリストにおいても， の評価のよう
に実践状況と併せて能力を問うことも検討され
るべき事項であろう。
また，河野ら11)の指摘も考慮すべき問題であ

る。河野ら11)は，閉じこもり予防，認知症予防
などに加え，運動器の機能向上においても，基
本チェックリストでは看護職が判断する介護予
防事業対象者を見落とす可能性を指摘している。
基本チェックリストによる評価を完全にうのみ
にするのではなく，実際に介護予防事業展開を
担う看護職や福祉職による評価も考慮する必要
があると考えられる。また，特定高齢者候補者
は基本健康診査（基本健診）非受診者に多い30)

ため，セーフティネットや社会的ネットワーク
の維持・強化など，潜在的な対象者を把握する
ための活動や対策も重要となるであろう。

本研究において，運動器３項目のうち「少な
くとも１項目実践していない」と回答した者の
63.7％が特定高齢者に該当した。すなわち，本
研究の境界群および不活動群は，運動器の機能
向上プログラムの参加候補者として位置づけら
れる。
先行研究では日本人の体力測定項目の平均値
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がいくつか示されている。境界群，不活動群と
同じ70歳台（75～79歳）においては，５回椅子
立ち上がりが9.5±0.8秒31)，アップ＆ゴーは，
男性7.4±2.6秒，女性8.3±2.4秒として報告さ
れている32)。また，握力，開眼片足立ち，５ｍ
通常歩行の３項目は「生活機能評価における運
動機能測定項目」に位置づけられており2)，そ
れぞれ握力は男性29㎏未満，女性19㎏未満，開
眼片足立ちは男性20秒未満，女性10秒未満，５
ｍ通常歩行は男性4.4秒以上，女性5.0秒以上の
場合に運動機能が低下しているとみなす2)。本
研究における境界群の体力測定値は，活動群に
比べて有意に低値を示したものの，特に女性で
は先行研究による平均値と大きな違いがみられ
ず，体力スコアのばらつきも大きかった。運動
器の機能向上項目によって，体力，生活機能の
早期低下をスクリーニングできることは先に述
べたとおりであるが，特に女性においては，運
動器の機能向上項目によって選定された者は必
ずしも体力が低下しているわけではなく，その
体力レベルの幅が広い可能性が示された。特定
高齢者の把握経路は，基本健診からが約６割を
占めており33)，このような集団方式による生活
機能評価受診者は，身体的活動度の比較的高い
元気高齢者に偏ってしまう34)。また，健康意識
は男女で異なるため35)，より健康意識の高い元
気な女性が基本チェックリストにおいて該当し
ている可能性もある。
これらの要因に加えて，2007年度から特定高

齢者基準が緩和された背景も考慮すると，同じ
特定高齢者という枠組みの中でも相対的に元気
な者が増加し，体力レベルに階層性が生じてい
る可能性がある。したがって，今後運動器の機
能向上プログラムを展開するうえでは，それぞ
れの対象者の目標やニーズに合わせた支援方法
の構築が求められる。
本研究の限界として，選択バイアスの問題が

あげられる。本研究によって得られる知見の一
般化を考えると，全国規模で無作為に対象者を
抽出することが望ましい。しかし，本研究の対
象者は，茨城県，千葉県，福島県およびその近
隣に在住する高齢者である。したがって，本研

究で得られた結果が必ずしもすべての地域に当
てはまるとは言い切れない。今後はより大規模
な調査によって特定高齢者施策の対象者の特徴
を明らかにし，包括的かつ効果的な支援方法の
構築につなげていく必要がある。

本研究は，文部科学省科学研究費補助金研究
事業：基盤研究Ａ「要介護化予防を目的とした
中・高齢期の身体機能改善のための包括的指針
づくり」（代表：田中喜代次）の支援を受けて
おこなったものである。また，本研究は，各自治
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